福山市障がい者交通費補助金交付要綱

（目的）
第１条　市長は、福山市地域福祉基金条例施行規則（平成4年規則第19号）第2条第1項第5号の規定に基づき、事業所に通所する障がい者の福祉の増進を図るため、通所に要する交通費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、福山市補助金交付規則（昭和41年規則第17号）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。

（定義）
第２条　この要綱において「障がい者」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号　以下「法」という。）第4条に規定する障がい者をいう。
２　この要綱において「対象者」とは、前条に規定する補助金の交付を受ける者をいう。
３　この要綱において「適用事業所」とは、通所者の全部又は一部が前項の対象者となるものとして、この要綱の適用を受ける事業所をいう。

（対象者及び適用事業所）
第３条　この補助金の交付を受けることができる者は、市内に住所を有する障がい者で、次項に定める適用事業所に公共の交通機関、事業所の送迎用車両（交通費（送迎代等）の負担をしていない者を除く。）又は交通用具（自転車、自家用車又はバイクをいう。以下同じ。）を利用して通所するものとする。
２　適用事業所は、次に掲げる事業所とする。
（１）法に基づく次の障がい福祉サービス事業を行う事業所
ア　生活介護
イ　就労移行支援
ウ　就労継続支援Ｂ型
（２）地域活動支援センター（創作的活動又は生産活動の機会の提供を主たる事業とする地域活動支援センターⅢ型に限る。）

（適用事業所となるための手続き）
第4条 前条第２項のいずれかに該当する事業所が、適用事業所となろうとするときは、福山市障
がい者交通費補助金適用事業所協議書（様式第1号）により市長に協議するものとする。
２　市長は、前項の協議を受けたときは、内容を審査し、適当と認められるときは、これを受けた日の属する月の翌月初日をもって適用事業所とする。ただし、予算その他の事情を考慮して、適用日を変更することが出来る。
３　適用事業所の代表者は、第１項により協議した事項に変更が生じたとき又は、該当事業を廃止するときは、福山市障がい者交通費補助金適用事業所変更等届書（様式第６号）により速やかに市長に届け出るものとする。
（補助金の額）
第５条　補助金の額は、対象者の通所日数によるものとし、1日190円を上限とする。ただし、次に掲げる額と比較し、いずれか少ない額とする。
（１）公共交通機関交通費（１月当たり）の２分の１の額
（２）適用事業所の送迎用車両を利用し、交通費（送迎代等）を負担している者については1月当たりの実費負担額（以下「送迎車両利用実費負担額」という。）
（３）交通用具利用（片道２ｋｍ以上）の場合、国家公務員通勤手当を基準とした額の２分の１の額
２　前項各号に定める、公共交通機関交通費、送迎用車両利用実費負担額及び国家公務員通勤手当の額の算定期期日は毎年４月１日現在とし、社会経済変動に伴う額の改定等については、これを適用しないものとする。

（交付の申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする対象者は、通所している適用事業所の代表者を通し、市長が指定する期日までに福山市障がい者交通費補助金対象者通所状況等届書兼委任状（様式第２号）及び福山市障がい者交通費補助金交付申請書兼通所日数証明書（様式第３号）を提出しなければならない。
ただし、福山市障がい者交通費補助金対象者通所状況等届書兼委任状（様式第２号）は新規及び通所手段等届け出の内容に変更がある場合に提出するものとする。
２　適用事業所の代表者は補助金の対象者が、交付対象とならない事由が発生した時は、福山市障がい者交通費補助金対象者除外届書（様式第５号）により、速やかに市長に届け出るものとする。
　
（交付の決定）
第７条　市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは、福山市障がい者交通費補助金交付決定通知書（様式第４号）により、通所している適用事業所の代表者を通し、対象者に通知するものとする。
２　補助金の交付は、毎年１月、４月、７月及び１０月の４期に、それぞれ前３月分を交付する。

（未支払金の請求）
第８条　補助金の対象者が死亡した場合において、その死亡した者に交付すべき補助金を交付していないかったものがある時は、その者の親族に未払の補助金を支払うことができる。
この場合の未支払の補助金の請求は、同住所の親族又は葬祭を行った者によるものとする。なお請求に当たっては福山市障がい者交通費補助金未払金請求書（様式第７号）に死亡した
者との続き柄を証する戸籍等又は葬祭執行を行ったことのわかる書類を添付し提出するものとする。



（補助金の返還）
第９条　市長は、対象者が偽りその他不正により交付を受けたときは、その者から当該補助金を返還させることができる。

（雑則）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。


　　附　則
　この要綱は、1991年4月1日から施行する。

　　附　則
　この要綱は、1992年4月14日から施行し、1992年4月1日から適用する。

　　附　則
　この要綱は、1995年8月1日から施行する。

附　則
　この要綱は、1996年4月1日から施行する。

附　則
　この要綱は、1997年4月1日から施行する。

附　則
　この要綱は、1999年4月1日から施行する。

附　則
　この要綱は、2001年4月1日から施行する。

附　則
１　この要綱は、2003年2月3日から施行し、2003年1月1日から適用する。
２　第３条に規定する上限については、新市町編入時に新市町に住所を有する利用者に限り、2002年度末分までは180円とする。
３　障害者交通費補助に関して、合併前に新市町の要綱の規定により、新市町長が行った決定等は、福山市長が決定したものとみなす。


附　則
１　この要綱は、2006年（平成18年）3月1日から施行する。
２　神辺町編入の際に、神辺町障害者交通費給付事業実施要綱（1992年4月1日施行）により、神辺町長が行った決定は、福山市長が行ったものとみなす。

附　則
１　この要綱は、2008年（平成20年）4月1日から施行し、2008年度（平成20年度）分の補助金から適用する。
２　福山市精神障害者交通費補助金交付要綱（1993年（平成5年）8月18日施行、同年4月1日適用）は、廃止する。
３　前項の規定による廃止前の福山市精神障害者交通費補助金交付要綱により決定したものは、なお従前の例による。
４　第２条の規定に関わらず、2008年度（平成20年度）に限り、就労継続支援Ａ型に移行した事業所の利用者を交通費補助の対象とする。

附　則
１　この要綱は、2009年（平成21年）4月1日から施行し、2009年度（平成21年度）分の補助金から適用する。
２　この要綱の施行の際、現存する改正前の書式による用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。

　　附　則
　この要綱は、2014年（平成26年）4月1日から施行する。

　　附　則
　この要綱は、2024年（令和6年）4月1日から施行する。

[bookmark: _GoBack]　　附　則
　この要綱は、2026年（令和8年）4月1日から施行する。

